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単体・連結 

平成 13年 10月 31日 
各  位 

平成 13年 9月期第 3四半期業績状況 
会社名 株式会社シーエスアイ 

（コード番号 ４３２０） 
本店所在地 札幌市中央区南三条西十丁目 1001番地５ 

福山南三条ビル 
問合せ先 責任者役職氏名 
取締役管理部長 浜辺武志 

TEL（011）271－4371 
 

１．業績 
(1) 平成 13年 9月期第 3四半期の業績（平成 12年 10月 1日～平成 13年 6月 30日） 

 
 平成 13年 9月期第 3四半期 前期（通期） 

 千円 千円 

売  上  高 332,211 810,354 

営 業 利 益 △ 205,340 10,192 

経 常 利 益 △ 214,177 6,953 

当 期 純 利 益 △ 128,608 3,400 

総  資  産 1,162,925 1,067,662 

株 主 資 本 382,443 500,475 

 
(2) 部門別売上高 

平成 13年 9月期第 3四半期 前期（通期）  

金 額 構成比 金 額 構成比 
 千円 ％ 千円 ％ 

電子ｶﾙﾃｼｽﾃﾑ開発売上 119,388 35.9 263,838 32.5 

受託 ｼｽﾃﾑ開 発売上 181,063 54.5 450,389 55.6 

その他ｼｽﾃﾑ開発売上 31,759 9.6 96,126 11.9 
（注）1.平成 12年 9月期第 3四半期は、四半期財務諸表を作成しておりませんので記載を省略しております。 

2.当第 3四半期貸借対照表及び第 3四半期損益計算書は、東京証券取引所の定める「有価証券上場規程 
に関する取扱い要領」5．（5）の規程に基づき、同取扱いの別添に定められている「四半期財務諸表に 
対する意見表明に係る基準」に基づく中央青山監査法人の手続きを受けております。 
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２．業績の概況（平成 12年 10月１日～平成 13年 6月 30日） 
  当第３四半期におけるわが国経済は、小泉内閣発足による国民の期待はあるものの、株式
市場の低迷及び米国経済の後退などにより、本格的景気回復を見ないまま、横ばいもしくは
後退に転じたという見方が強まりました。 
  ソフトウェア業界におきましては、ＩＴ関連企業の株価下落の影響が心配されつつも、Ｉ
Ｔ政策の後押しもあり、当業界の企業環境は堅調さを維持し、当社の主力製品であります電
子カルテシステムに関しましては、電子カルテが医療ＩＴ化の中核となりつつあり、経済産
業省及び厚生労働省における、電子カルテを普及させるための支援もスタートし、極めて注
目度の高い分野に進展してきております。 
  当社は、このような環境のなか、システム開発の受託を継続しつつ、電子カルテシステム
の販売に力を入れ取り組み、当第３四半期の４月から６月に病院向け電子カルテシステムを
７件受注し、診療所向け電子カルテシステムを含む受注件数は 17件になりました。 

  以上の結果、電子カルテシステムの受注は順調に推移しておりますが、納品・検収時期は
平成 13 年 9 月以降になることもあり、当第３四半期の売上高 332,211 千円、経常損失
214,177千円、第３四半期純損失 128,608千円となりました。 
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３．四半期貸借対照表及び損益計算書並びに注記事項 
 

  

（1）第３四半期貸借対照表     
（単位：千円）

第６期第３四半期末 
（平成13年 6月30日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成12年 9月30日現在） 

期  別 

 

 金 額 構成比 金 額 構 成
比 

 （ 資 産 の 部 ）   ％   ％ 
Ⅰ 流 動 資 産   

 
     

１．現 金 及 び 預 金   560,828   415,040  
２．売 掛 金   77,843   317,737  
３．た な 卸 資 産   72,354   7,722  
４. 繰 延 税 金 資 産   86,110   83  
５．そ の 他   25,721   87,695  
 貸 倒 引 当 金   -   △  1,484  
 流 動 資 産 合 計   822,856 70.8  826,796 77.4 
Ⅱ 固 定 資 産        
(1）有 形 固 定 資 産 ※1       
１．建 物   5,697   6,283  
２．車 両 運 搬 具   80   80  
３．器 具 備 品   13,258   7,622  

 有 形 固 定 資 産 合 計   19,036 1.6 
 

 13,986 1.3 
(2) 無 形 固 定 資 産        
１．ソ フ ト ウ ェ ア   119,022   126,551  
２. ソフトウェア仮勘定   83,650   -  
３．電 話 加 入 権   216   191  

 無 形 固 定 資 産 合 計   202,889 17.4  126,743 11.9 
(3) 投 資 そ の 他 の 資 産        
１．投 資 有 価 証 券   7,500   -  
２. 繰 延 税 金 資 産   627   -  
３．差 入 敷 金 保 証 金   77,955  62,699  
４. 長 期 性 預 金 ※2 26,000  17,000  
５. そ の 他  

  
6,059  

 
20,437  

 投資その他の資産合計   118,141 10.2  100,136 9.4 
 固 定 資 産 合 計   340,068 29.2  240,866 22.6 

 資 産 合 計   1,162,925 100.0  1,067,662 100.0 
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     （単位：千円）

第６期第３四半期末 
（平成13年 6月30日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成12年 9月30日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構 成

比 
 （ 負 債 の 部 ）   ％   ％ 

Ⅰ 流 動 負 債        
１．買 掛 金   50,914   70,617  
２．短 期 借 入 金   470,000   308,500  
３．１年内返済予定長期借入金   33,547   23,932  
４．未 払 金 ※2  28,421   26,488  
５. 未 払 費 用   17,839   -  
６．未 払 法 人 税 等   -   2,600  
７．そ の 他   5,927   2,511  
 流 動 負 債 合 計   606,649 52.2  434,649 40.7 
Ⅱ 固 定 負 債        
１．長 期 借 入 金   137,939   87,547  
２．長 期 未 払 金 ※2  33,742   44,990  
３．退 職 給 付 引 当 金   2,150   -  
 固 定 負 債 合 計   173,831 14.9  132,537 12.4 
 負 債 合 計  780,481 67.1  567,186 53.1 
         

 （ 資 本 の 部 ）       
Ⅰ 資 本 金   253,870 21.8  249,070 23.3 
Ⅱ 資 本 準 備 金   226,967 19.5  219,767 20.6 
Ⅲ 利 益 準 備 金   1,000 0.1  600 0.1 
Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金        
 ( △ は 欠 損 金 )    
１. 第3四半期（当期）未処分利益     
 (△は第3四半期(当期)未処理損失)

 
 

 △ 99,393 
 
 

 31,038 
 

 その他の剰余金又は欠損金合計  

 
 

( △ は 欠 損 金 合 計 )  
 △ 99,393 △8.5  31,038 2.9 

 資 本 合 計   382,443 32.9  500,475 46.9 
 負 債 ・ 資 本 合 計   1,162,925 100.0  1,067,662 100.0 
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（2）第３四半期損益計算書     
（単位：千円）

第６期第３四半期末 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 6月30日 

前事業年度の要約損益計算書 
自 平成11年10月 1日 
至 平成12年 9月30日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百 分

比 
     ％   ％ 

Ⅰ 売 上 高   332,211 100.0  810,354 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価   305,600 92.0  616,754 76.1 

 売 上 総 利 益   26,610 8.0  193,599 23.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   231,951 69.8  183,406 22.6 

 営 業 利 益  

 （ △ は 営 業 損 失 ）  
△ 205,340 △61.8 10,192 1.3 

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※2  2,658 0.8  9,479 1.2 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※3  11,495 3.5  12,719 1.6 

 経 常 利 益  

 （ △ は 経 常 損 失 ）  
△ 214,177 △64.5 6,953 0.9 

Ⅵ 特 別 利 益   1,484 0.4  4,012 0.5 

Ⅵ 特 別 損 失   1,805 0.5  -  

 税引前第3四半期（当期）純利益   

 (△は税引前第3四半期(当期)純損失)  
△ 214,498 △64.5 10,966 1.4 

 法人税、住民税及び事業税   764 0.2  7,237 0.9 

 法 人 税 等 調 整 額   △86,654 △26.0  327 0.1 

 第3四半期（当期）純利益  

 (△は第3四半期(当期)純損失 )  
△ 128,608 △38.7 3,400 0.4 

 

 前 期 繰 越 利 益   28,624   27,226  

 合併による引継繰越利益   589   -  

 過 年 度 税 効 果 調 整 額   -   410  

 第3四半期（当期）未処分利益      
 (△は第3四半期(当期)未処理損失)   

△99,393 
  

31,038 
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第３四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項 
期  別 

 
項  目 

第６期第３四半期会計期間 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 6月30日 

１．資産の評価基準及び評価方法 （1）有価証券 

その他有価証券 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法を採用しております。 

（2）たな卸資産 

仕掛品 

   個別法による原価法を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 （1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、3年

間で均等償却する方法を採用しております。 

（2）無形固定資産 

 市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益に基づく

償却額と残存有効期間（3年）に基づく均等配分額とを比較して、

いずれか大きい額を計上しております。 

 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法によっております。 

３．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 なお、当第３四半期に計上すべき金額はありません。 

（2）退職給付引当金 

 従業員に対する退職金の支給に備えるため、自己都合による第３

四半期末要支給額の100％相当額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

５．その他第３四半期財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の「その他」に含めて表示しております。 
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追加情報 
期  別 

 
項  目 

第６期第３四半期会計期間 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 6月30日 

１．退職給付会計 当第３四半期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成10年6月16

日））を適用しております。 

なお、退職給付引当金は当第３四半期において退職金に関する規

程を新たに制定したことに伴い新設したものであります。 

これに伴い､過年度分退職給付引当金繰入額1,805千円を特別損

失に当第３四半期分退職給付引当金繰入額52千円を売上原価に､

50千円を販売費及び一般管理費にそれぞれ計上した結果､売上総

利益は52千円少なく､営業損失､経常損失は102千円､税引前第３四

半期純損失は1,907千円それぞれ多く計上されております｡ 

２．金融商品会計  当第３四半期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成11年1月22

日））を適用し、有価証券の評価の方法、貸倒引当金の計上基準に

ついて変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、税引前第３四半

期純損失は214千円減少しております。 
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注記事項  

（貸借対照表関係）  

第６期第３四半期末 
（平成13年 6月30日現在） 

前事業年度 
（平成12年 9月30日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                   15,461千円 

※２ 担保に供している資産とこれに対応する債務は

次の通りであります。 

  担保提供資産 

   長期性預金           26,000千円 

  対応する債務 

   未 払 金           11,247千円 

   長期未払金           33,742千円 

     計             44,990千円 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                   11,389千円 

※２ 担保に供している資産とこれに対応する債務は

次の通りであります。 

  担保提供資産 

   長期性預金           17,000千円 

  対応する債務 

   未 払 金           11,247千円 

   長期未払金           44,990千円 

     計             56,238千円 

 

  

  

（損益計算書関係）  

第６期第３四半期末 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 6月30日 

前事業年度 
自 平成11年10月 1日 
至 平成12年 9月30日 

１ 減価償却実施額 

   有形固定資産           4,072千円 

   無形固定資産          59,745千円 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

   受取利息              977千円 

 

※３ 営業外費用のうち主要なもの 

   支払利息             6,389千円 

 

１ 減価償却実施額 

   有形固定資産           3,299千円 

   無形固定資産          62,624千円 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

   受取利息             1,112千円 

   保険解約返戻金          7,552千円 

※３ 営業外費用のうち主要なもの 

   支払利息             4,620千円 
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（リース取引関係）  

第６期第３四半期 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 6月30日 

前事業年度 
自 平成11年10月 1日 
至 平成12年 9月30日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

 

 

 

 
 

 

２．未経過リース料第３四半期末残高相当額 ２

１年内 1,230千円 

１年超 2,446千円 

合計 3,676千円 

  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３

支払リース料 984千円 

減価償却費相当額 904千円 

支払利息相当額 89千円 

  

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４

  

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５

 

 
 
（有価証券関係） 

当第３四半期（平成13年 6月30日現在） 

有価証券 

１．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び当

 （1）その他有価証券 

    非上場株式     7,500千円 

 

  
前事業年度（平成12年 9月30日現在）  
 

  開示の対象となる有価証券はありません。 
 
   なお、開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上
 
   非上場株式（店頭売買株式を除く）    3,000千円
 
   (うち関係会社株式)           （3,000千円
  

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 
 

 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

第３四半 
期末残高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 
    

 

器具備品 
6,031 2,450 3,580 器
 具 備
 

．未経過リース料期末残高相当額

１年内 

１年超 

合計 

．支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 

減価償却費相当額 

支払利息相当額 

．減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

．利息相当額の算定方法 

    同   左 

第３四半期貸借対照表計上額 

額は、次の通りであります。 

 

）  

   45,277
 

597千円 

842千円 

1,440千円 

額及び支払利息相当

6,031千円 

5,507千円 

149千円 

43,924 1,352 
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（デリバティブ取引関係） 

当第３四半期（自 平成12年10月 1日 至 平成13年 6月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成11年10月 1日 至 平成12年 9月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 
 
（持分法損益等） 

当第３四半期（自 平成12年10月 1日 至 平成13年 6月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成11年10月 1日 至 平成12年 9月30日） 

 該当事項はありません。 

 
 
（１株当たり情報）    

第６期第３四半期末 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 6月30日 

前事業年度 
自 平成11年10月 1日 
至 平成12年 9月30日 

１株当たり純資産額 38,325.62円 １株当たり純資産額 197,816.49
円 

１株当たり第３四半期純利益 △ 12,888.15円 １株当たり当期純利益 4,227.36円 
潜在株式調整後１株当たり当期純利
益 3,598.73円 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり第3四半期純損失が計上されている

ため記載しておりません。 
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（重要な後発事象）    

第６期第３四半期末 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 6月30日 

前事業年度 
自 平成11年10月 1日 
至 平成12年 9月30日 

 

 

㈱バルトとの合併 

当社は今後のシステム開発業務の拡大に備え、業務

管理の効率化を図るために㈱バルトを平成12年10月1

日付にて吸収合併いたしました。 

（1）合併期日 

  平成12年10月 1日 

（2）合併の方法 

  当社を存続会社とし、㈱バルトを解散会社とす

る吸収合併による。 

（3）合併比率 

  ㈱バルト株式1株につき、当社株式0.4株の割合を

もって割当交付する。ただし、当社が所有する㈱バ

ルト株式60株については合併による新株を割り当

てない。 

（4）合併交付金 

  合併に際し、合併交付金の支払を行わない。 

（5）合併により発行する株式の種類及び数 

  普 通 株 式           96株 

（6）合併により、増加すべき資本金の額 

  4,800千円 

（7）財産の引継 

  合併期日において㈱バルトの資産・負債及び権利

義務の一切を引継ぐ。 

なお、㈱バルトの平成12年9月30日現在の財政状態

は次の通り。 

  資 産 合 計         18,647千円 

  負 債 合 計          3,057千円 

  資 本 合 計         15,589千円 

（8）㈱バルトの主な事業内容、規模 

（自 平成11年10月 1日 至平成12年 9月30日） 

  主な事業内容  ソフトウェアの受託開発 

  売 上 高         34,684千円 

  当期純利益           407千円 

  従 業 員 数              4名 
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